


令和２年「自殺者数の日次推移」

9月27日～
当日の朝8時45分頃に
女優の自殺報道（速報）

7月19日～
前日の午後3時過ぎに、
俳優の自殺報道（速報）

警察庁自殺統計原票より
いのち支える自殺対策推進センターが作成

平成27年～令和元年



▼芸能人の自殺のニュースを見て、自分もそっちに引き込まれてしまいそうで怖い。（30代女性）

▼新型コロナの影響で客が減り、経営が厳しくてお金が心配。芸能人のように自分も自殺して早く楽になりたい。（40代男性）

▼もともと生きていたくない。自殺のニュースをみると「楽になって良いな」と、死んだ人のことがうらやましくなる。（20代女性）

▼「自宅のクローゼットで、、、」とニュースで聞いて、何十年も前に亡くなった家族の姿が突然よみがえり、動悸が止まらない。
（70代女性）

▼有名人の自殺に関する記事が気になってネットで読み続けている内に、死にたい気持ちが再燃してしまった。（30代男性）

▼うつ病で常に死にたいと思っていたが、失業と芸能人の死で、死にたい気持ちが強くなりもう限界。（40代女性）

自殺報道後に寄せられた相談の内容等
（相談者が特定されないように、内容を加工しています。）

NPOライフリンクが行う
電話やSNSの相談に寄せられた声

→「新型コロナの影響による、仕事や生活、人間関係等に関する悩みや不安」と「相次ぐ有名人の自殺報道」の
影響が感じられる相談（自殺念慮に関する）が多い印象。

→生きるのがつらいと感じていた人たちが、その状況から抜け出す具体的な手段として、「自殺という選択肢が
ある」と思い（思い込み）、むしろそれしかないと「心理的視野狭窄（tunnel vision）」に陥ってしまったのでは。



WHOが、2000年に策定し、2008年と2017年にこれを改訂した。

『自殺に関する責任ある報道：すぐわかる手引（クイック・レファレンス・ガイド）』

WHO「自殺報道ガイドライン」を踏まえた報道とは

《やるべきこと》

• どこに支援を求めるかについて正しい情報を提供すること
• 自殺と自殺対策についての正しい情報を、自殺についての迷信を拡散しないようにしながら、人々への
啓発を行うこと
• 日常生活のストレス要因または自殺念慮への対処法や支援を受ける方法について報道をすること
• 有名人の自殺を報道する際には、特に注意すること
• 自殺により遺された家族や友人にインタビューをする時は、慎重を期すること
• メディア関係者自身が、自殺による影響を受ける可能性があることを認識すること

《やってはいけないこと》

• 自殺の報道記事を目立つように配置しないこと。また報道を過度に繰り返さないこと
• 自殺をセンセーショナルに表現する言葉、よくある普通のこととみなす言葉を使わないこと、自殺を前向
きな問題解決策の一つであるかのように紹介しないこと
• 自殺に用いた手段について明確に表現しないこと
• 自殺が発生した現場や場所の詳細を伝えないこと
• センセーショナルな見出しを使わないこと
• 写真、ビデオ映像、デジタルメディアへのリンクなどは用いないこと

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/seikatsuhogo/jisatsu/who_tebiki.html


「いのち支える自殺対策推進センター」が行った緊急対応（一部）

https://www.jscp-temporarysite.com/


メディア関係者への呼びかけ

計82社、242媒体
◆新聞、通信社：15社
全国紙：6社
通信社：2社
その他地方紙（中日新聞など）：7社
◆スポーツ紙（※Twitterの直接のメンション）：7社
◆テレビ：20社（68番組）
キー局：6社
地方（MXも）：14社
◆雑誌（週刊誌など）：2社
◆Web：36社
メール配信：7社
直接メール、問い合わせフォーム：24社（重複除く）
Twitterメンション：5社（重複除く）
◆フリー：2社

昨年だけで計9回
1）5月24日 女子プロレスラー
2）7月18日 有名若手俳優
3）8月29日 人気インターネット番組の出演者
4）9月14日 女優
5）9月20日 男性俳優
6）9月27日 有名女優
7）10月2日 全国の県政クラブ等、約800社に送付
8）10月19日 女性ロックバンドメンバー
9）11月14日 男性俳優






